
役務－第４号様式 契約書 

注）印紙については、契約の種別ごとに課税対象であるか否かを確認すること。

役務番号 第 8096 号 

契 約 書

役務の名称  白石区下水道管路維持管理業務

上記の役務について、札幌市（以下「委託者」という。）と、

（以下「受託者」という。）は、 

次のとおり契約を締結する。 

  １ 契約金額     別表単価に消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に基づく

消費税及び地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に基づく

地方消費税としてその 100 分の 10 に相当する額を加算し

た金額とする。 

  ２ 履行期間    令和２年 ４月 １日から 

            令和３年 ３月３１日まで 

  ３ 契約保証金   「免除」又は「金   円」 

  ４ その他の事項  別紙条項のとおり 

   この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ各自１通を 

  保有する。 

   令和  年  月  日 

            委託者  札 幌 市 

                 代 表 者 市長 秋元 克広 

            受託者 

             構成員 

              代表者 

印 紙

貼 付

（案）



区分 № 単　位
予　定
数　量

契約単価
委　　託　　費
（　税　抜　き　）

係　　　数

昼 1 か所 95 0.007315
昼 2 か所 0 0.005285
昼 3 か所 319 0.012466
昼 4 か所 95 0.023593
昼 5 か所 75 0.026890
昼 6 か所 10 0.010715
昼 7 か所 5 0.009437
昼 8 か所 80 0.002050
昼 9 か所 5 0.000401
昼 10 か所 80 0.005676
昼 11 か所 10 0.062435
昼 12 か所 5 0.078714
昼 13 か所 80 0.009818
昼 14 か所 5 0.010921
昼 15 か所 10 0.020605
昼 16 か所 40 0.020502
昼 17 か所 40 0.011951
昼 18 か所 32 0.004584
昼 19 か所 133 0.008819
昼 20 か所 120 0.006573
昼 21 か所 8 0.004852
昼 22 か所 8 0.006820
昼 23 枚 336 0.001349
昼 24 か所 0 0.006212
昼 25 か所 4 0.003018
昼 26 か所 6 0.017824
昼 27 か所 3467 0.003214
昼 28 m 180.0 0.000628
昼 29 m 530.0 0.001638
昼 30 m 80.0 0.000463
昼 31 か所 15 0.032145
昼 32 m 20.0 0.000783
昼 33 か所 5 0.048217
昼 34 か所 70 0.030805
昼 35 か所 15 0.011848
昼 36 h 100.0 0.030084
昼 37 h 100.0 0.009777
昼 38 m 195.0 0.000453
昼 39 h 98.0 0.016999
昼 40 h 20.0 0.029260
昼 41 袋 180 0.001761
昼 42 袋 200 0.000865
昼 43 か所 20 0.002658
昼 44 か所 61 0.001751
昼 45 m 280.0 0.037502
昼 46 か所 92 0.269833
昼 47 か所 1 0.153410
昼 48 か所 1 0.160416
昼 49 か所 1 0.207603
昼 50 か所 1 0.288687
昼 51 か所 1 0.338347
昼 52 か所 1 0.218627
昼 53 か所 1 0.246754
昼 54 か所 1 0.295693
昼 55 か所 1 0.085101
昼 56 L 5.0 0.004059
昼 57 L 5.0 0.003142
昼 58 か所 1 0.072429
昼 59 か所 2 0.072429
昼 60 か所 2 0.036884
昼 61 か所 7 0.026993
昼 62 か所 6 0.068823
昼 63 m2 60.0 0.067071
昼 64 m2 25.0 0.129610
昼 65 m 67.0 0.014321
昼 66 m3 15.0 0.043581
昼 67 m2 20.0 0.012672
昼 68 m2 20.0 0.015248
昼 69 m2 5.0 0.008963
昼 70 m3 10.0 0.025963
昼 71 m2 16080.0 0.000185
昼 72 t 1.000 0.031939
昼 73 本 5 0.001308
昼 74 本 5 0.002060
昼 75 本 5 0.007830
昼 76 か所 2 0.001514
昼 77 か所 2 0.007253
昼 78 か所 5 0.004100
昼 79 か所 95 0.000679
昼 80 h 5.0 0.018957油脂類等追跡調査工

管理用地境界杭点検工
除雪工
車止め基礎設置工
車止め設置・取外し工
伐採工（幹周30cm以上60cm未満）
伐採工（幹周20cm以上30cm未満）
伐採工（幹周20cm未満）
刈り草処理費
除草工
掘削工
インターロッキング復旧工
舗装仮復旧工
舗装復旧工
陥没仮復旧工
目地補修工
インバート・躯体等補修工（5cm以上）
インバート・躯体等補修工（5cm未満）
取付管口仕上工（機械）
モルタル等除去工（人力）
木根・パッキン除去工（機械）
モルタル除去工（機械）
突出取付管除去工（機械）
パッカー止水工（φ400～600）
パッカー止水工（φ250～350）
段差修正工（φ250～350）
一体型内面補修工（φ400～450）
一体型内面補修工（φ350）
一体型内面補修工（φ250～300）
管路内面修繕工（φ700～750）
管路内面修繕工（φ500～600）
管路内面修繕工（φ400～450）
管路内面修繕工（φ250～380）
管路内面修繕工（φ150～200）
取付管内面修繕工（φ150）
取付管内面補修材（φ150）
道路雨水ます・浸透ます点検工
道路雨水ます清掃工
土のう仮締切工（製作抜き）
土のう仮締切工
バキューム車運転工(8t)
バキューム車運転工(4t)
本管洗浄工
給水車運転工
高圧洗浄車運転工
取付管清掃工（未作業）
取付管清掃工
取付管特殊カメラ調査工（持込）
取付管特殊カメラ据付工（持込）
取付管特殊カメラ調査工
取付管特殊カメラ据付工
本管カメラ調査工
本管潜行目視調査工
人孔巡視調査工
オイルフェンス設置撤去工
合流改善施設（水面制御式）清掃工
合流改善施設（ブラシ・機械式）清掃工
合流改善施設（ネット式）清掃工
合流改善施設点検工
特殊マンホール・吐口清掃工
特殊マンホール・吐口点検工
光ケーブル点検工
断熱蓋設置・点検工
足掛金物補修工（W=150 直壁）
足掛金物補修工（W=150 継足管）
足掛金物補修工（W=400）
鉄蓋溶接工

ます取付部修繕工

現地調査点検工（マンホール）

コンクリートます設置工
塩ビます設置工

ます内修繕工

塩ビます修正工
コンクリートます修正工

現地調査工（ます取付管）

閉塞工
ます蓋交換工

白 石 区 下 水 道 管 路 維 持 管 理 業 務 委 託 費 内 訳 書 （ 1 ）

ます探し工
取付管カメラ調査工

工　　　種　　　名

ます接続確認工

小　　　　計



区分 № 単　位
予　定
数　量

契約単価
委　　託　　費
（　税　抜　き　）

係　　　数

昼 81 km 10 0.002452
昼 82 t 6.500 0.005316
昼 83 t 5.500 0.003296
昼 84 m3 21.0 0.006758
昼 85 t 1.000 0.164331
昼 86 t 1.200 0.164331
昼 87 t 0.020 0.118689
昼 88 回 18 0.026684
昼 89 回 5 0.047496
昼 90 回 1 0.008190
昼 91 m3 5.0 0.011539
昼 92 回 1 0.016896
昼 93 t 1.000 0.019884
昼 94 か所 1 0.136719
昼 95 台日 1 0.014733
昼 96 台日 1 0.025036
昼 97 台日 1 0.017720
昼 98 台日 1 0.032454
昼 99 人日 25.0 0.023902
昼 100 人日 25.0 0.020193
夜 101 か所 5 0.009777
夜 102 か所 5 0.016896
夜 103 か所 0 0.032248
夜 104 か所 0 0.036678
夜 105 か所 0 0.015145
夜 106 か所 0 0.012054
夜 107 か所 0 0.002884
夜 108 か所 0 0.000556
夜 109 か所 0 0.007716
夜 110 か所 0 0.088914
夜 111 か所 0 0.101689
夜 112 か所 5 0.012878
夜 113 か所 0 0.024211
夜 114 か所 0 0.024108
夜 115 か所 0 0.015557
夜 116 か所 0 0.011539
夜 117 か所 5 0.024520
夜 118 m 20.0 0.000855
夜 119 m 220.0 0.002081
夜 120 m 10.0 0.000700
夜 121 か所 5 0.046053
夜 122 m 0.0 0.001019
夜 123 か所 0 0.062126
夜 124 か所 10 0.040490
夜 125 か所 5 0.015454
夜 126 h 10.0 0.039460
夜 127 h 10.0 0.011642
夜 128 m 15.0 0.000576
夜 129 h 10.0 0.022357
夜 130 h 2.0 0.037296
夜 131 袋 100 0.002596
夜 132 袋 100 0.001308
夜 133 か所 10 0.003358
夜 134 か所 10 0.002307
夜 135 m 13.0 0.037502
夜 136 か所 3 0.338450
夜 137 か所 1 0.184318
夜 138 か所 1 0.191324
夜 139 か所 1 0.247269
夜 140 か所 1 0.344117
夜 141 か所 1 0.393880
夜 142 か所 1 0.261899
夜 143 か所 1 0.294457
夜 144 か所 1 0.351019
夜 145 か所 1 0.101174
夜 146 L 5.0 0.004893
夜 147 L 5.0 0.003739
夜 148 か所 1 0.090562
夜 149 か所 1 0.090562
夜 150 か所 1 0.046260
夜 151 か所 1 0.040593
夜 152 か所 1 0.085823
夜 153 m2 0.0 0.069338
夜 154 m2 0.0 0.132804
夜 155 m 0.0 0.019575
夜 156 m3 2.0 0.046775
夜 157 m2 5.0 0.016690
夜 158 m2 5.0 0.015969
夜 159 m2 0.0 0.012775
夜 160 m3 0.0 0.038944掘削工

インターロッキング復旧工
舗装仮復旧工
舗装復旧工
陥没仮復旧工
目地補修工
インバート・躯体等補修工（5cm以上）
インバート・躯体等補修工（5cm未満）
取付管口仕上工（機械）
モルタル等除去工（人力）
木根・パッキン除去工（機械）
モルタル除去工（機械）
突出取付管除去工（機械）
パッカー止水工（φ400～600）
パッカー止水工（φ250～350）
段差修正工（φ250～350）
一体型内面補修工（φ400～450）
一体型内面補修工（φ350）
一体型内面補修工（φ250～300）
管路内面修繕工（φ700～750）
管路内面修繕工（φ500～600）
管路内面修繕工（φ400～450）
管路内面修繕工（φ250～380）
管路内面修繕工（φ150～200）
取付管内面修繕工（φ150）
取付管内面補修材（φ150）
道路雨水ます・浸透ます点検工
道路雨水ます清掃工
土のう仮締切工（製作抜き）
土のう仮締切工
バキューム車運転工(8t)
バキューム車運転工(4t)
本管洗浄工
給水車運転工
高圧洗浄車運転工
取付管清掃工（未作業）
取付管清掃工
取付管特殊カメラ調査工（持込）
取付管特殊カメラ据付工（持込）
取付管特殊カメラ調査工
取付管特殊カメラ据付工
本管カメラ調査工
本管潜行目視調査工
オイルフェンス設置撤去工
光ケーブル点検工
足掛金物補修工（W=150 直壁）
足掛金物補修工（W=150 継足管）
足掛金物補修工（W=400）
現地調査点検工（マンホール）
塩ビます設置工

ます蓋交換工
ます取付部修繕工
塩ビます修正工

取付管カメラ調査工

閉塞工

コンクリートます設置工
ます内修繕工

現地調査工（ます取付管）

コンクリートます修正工
ます探し工

ﾎﾟﾝﾌﾟ運転工（40～120m3未満 作業時)
ﾎﾟﾝﾌﾟ運転工（0～40m3未満 常時）
ﾎﾟﾝﾌﾟ運転工（0～40m3未満 作業時）
ポンプ設置撤去工
伐採物処理費
伐採物運搬工
きょう雑物収集運搬工
コンクリートくず等運搬工
下水道汚泥等運搬工（８ｔ）
下水道汚泥等運搬工（４ｔ）
濁水運搬処理工
廃プラスチック運搬処理工
塩ビ廃材運搬処理工
土砂運搬工
舗装殻運搬工
コンクリート殻運搬処理工
下水道管路巡視点検工

工　　　種　　　名

白 石 区 下 水 道 管 路 維 持 管 理 業 務 委 託 費 内 訳 書 （ 2 ）

小　　　　計

ﾎﾟﾝﾌﾟ運転工（40～120m3未満 常時)
交通誘導警備員Ａ
交通誘導警備員Ｂ



区分 № 単　位
予　定
数　量

契約単価
委　　託　　費
（　税　抜　き　）

係　　　数

夜 161 か所 10 0.006161
夜 162 h 5.0 0.028126
夜 163 km 10 0.003523
夜 164 か所 1 0.196476
夜 165 台日 1 0.017308
夜 166 台日 1 0.028126
夜 167 台日 1 0.020296
夜 168 台日 1 0.035545
夜 169 人日 15.0 0.035854
夜 170 人日 15.0 0.030393
材料 201 個 50 0.005398
材料 202 個 65 0.007655
材料 203 個 20 0.009015
材料 204 個 30 0.018854
材料 205 個 20 0.022666
材料 206 個 5 0.008582
材料 207 個 5 0.004626
材料 208 cm 550 0.000267
材料 209 個 1 0.006501
材料 210 個 1 0.008108
材料 211 個 1 0.014114
材料 212 個 1 0.013805
材料 213 個 1 0.010405
材料 214 ｍ 5.0 0.000978
材料 215 ｍ 5.0 0.002081
材料 216 ｍ 5.0 0.002967
材料 217 個 5 0.015248
材料 218 個 5 0.004564
材料 219 個 3 0.003698
材料 220 個 3 0.006377
材料 221 個 3 0.000721
材料 222 個 6 0.002359
材料 223 個 2 0.006501
材料 224 個 2 0.007428
材料 225 組 2 0.039666
材料 226 個 2 0.006027
材料 227 個 2 0.012672
材料 228 組 15 0.017411
材料 229 個 15 0.016690
材料 230 個 2 0.051720
材料 231 個 3 0.021120
材料 232 個 3 0.010107
材料 233 個 3 0.008932
材料 234 cm 25 0.000391
材料 235 個 3 0.023696
材料 236 個 2 0.003492
材料 237 個 5 0.003647
材料 238 枚 111 0.000267
材料 239 本 5 0.008778
材料 240 本 3 0.007335
材料 241 本 3 0.001184
材料 242 組 2 0.091386
材料 243 個 2 0.000504
材料 244 個 5 0.000834
材料 245 個 5 0.001349
材料 246 個 10 0.007335
材料 247 個 10 0.008201
材料 248 個 1 0.053266
材料 249 個 1 0.034617
材料 250 個 1 0.057696
材料 251 個 1 0.099629
材料 252 個 1 0.000546
材料 253 個 1 0.001813
材料 254 個 1 0.002586
材料 255 基 2 0.025654
材料 256 基 2 0.027096
材料 257 基 2 0.032145

％ 10

　*設計書で入札書比較価格に指定されている項目の合計額を、入札対象とする。
　*各業種別の契約金額（単価契約の単価）は、入札価格（税抜き）に上記の設計係数を乗じた額
     （円単位、「円単位小数点以下切捨て」）とする。

　*設計係数は当初の契約金額を算出する場合にのみ使用し、委託料（入札対象価格業務）の設計変更の場合に

    は適用されない。

塩ﾋﾞ管（φ150）
立上がり管用硬質塩ﾋﾞ管（φ200）
塩ビ製公共ます鉄蓋（汚水・雨水共通）
塩ビます用差込継手（φ200）
塩ビ自在曲管（φ100 15°30°）
塩ビ自在曲管（φ150 15°30°）
ｲﾝｸﾘｰｻﾞｰ（φ150×100）

防臭ﾘﾝｸﾞ（φ150）
防臭ﾘﾝｸﾞ（φ200）

特殊汚水ます中間部
特殊汚水ます下部
特殊汚水ます底部
塩ﾋﾞ管（φ100）

雨水ます用防臭器
防臭逆止弁（φ100）

ｲﾝｸﾘｰｻﾞｰ（φ200×150）

入札額（税抜き）

車止め　脱着式（赤白）（W300)
車止め　脱着式（赤白）（W200)
車止め　脱着式（赤白）（W150)
接着受口カラー（φ200）
接着受口カラー（φ150）
接着受口カラー（φ100）
下水道浸透ます用鉄蓋（T-25　ﾎﾞﾙﾄ込）
下水道浸透ます下部
下水道浸透ます中間部
下水道浸透ます上部（埋込ﾎﾞﾙﾄ込）
下水道浸透施設用管口ﾌｨﾙﾀ（φ200）
下水道浸透施設用管口ﾌｨﾙﾀ（φ150）
VUｷｬｯﾌﾟ（φ200）
VUｷｬｯﾌﾟ（φ150）
VUｷｬｯﾌﾟ（φ100）
汚水桝化粧用鉄蓋(金枠共)
消毒液
SP管（φ150）
油吸収材
オイルマット
ルーズカラー（φ150）
ルーズカラー（φ100）
宅地雨水ます用下部
宅地雨水ます用継足管
宅地雨水ます用中部
宅地雨水ます用上部
宅地雨水ます用蓋
ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ鉄蓋用防臭蓋

特殊汚水ます上部2
特殊汚水ます上部1
汚水ます用継足管
汚水ます用底部
汚水ます用胴部
汚水ます用空気抜き付蓋(鉄巻き)（共通）
汚水ます用増強蓋（共通）
汚水ます用上部（旧型）
汚水ます用上部（小型）
汚水ます用蓋（共通）
交通誘導警備員Ｂ
交通誘導警備員Ａ
ﾎﾟﾝﾌﾟ運転工（40～120m3未満 常時)
ﾎﾟﾝﾌﾟ運転工（40～120m3未満 作業時)
ﾎﾟﾝﾌﾟ運転工（0～40m3未満 常時）
ﾎﾟﾝﾌﾟ運転工（0～40m3未満 作業時）
ポンプ設置撤去工
下水道管路巡視点検工

工　　　種　　　名

油脂類等追跡調査工
除雪工

防臭逆止弁（φ150）

白 石 区 下 水 道 管 路 維 持 管 理 業 務 委 託 費 内 訳 書 （ 3 ）

断熱蓋（平受用）（二重蓋方式）
断熱蓋（勾配受用）

小　　　　計
計

消費税相当額
合計



下水道業務委託契約約款 

（公共ます設置・管路保全関係） 

（総則） 

第１条 委託者及び受託者は、この約款（契

約書を含む。以下同じ。）に基づき、設

計図書（業務説明書、指示書、別冊の図

面、仕様書をいう。以下同じ。）に従い、

日本国の法令を遵守し、この契約（この

約款及び設計図書を内容とする役務の

業務委託をいう。以下同じ。）を履行し

なければならない。 

２ 受託者は、契約書記載の業務を契約

書記載の履行期間内に完成し、業務目

的物を委託者に引継ぐものとし、委託

者は、その委託料を支払うものとする。 

３ 仮設、履行方法その他業務目的物を

完成するために必要な一切の手段（「履

行方法等」という。以下同じ。）につ

いては、この約款及び設計図書に特別

の定めがある場合を除き、受託者がそ

の責任において定める。 

４ 受託者は、この契約の履行に関して

知り得た秘密を漏らしてはならない。 

５ この約款に定める指示、請求、通知、

報告、申出、承諾及び解除は、書面によ

り行わなければならない。 

６ この契約の履行に関して委託者と受

託者との間で用いる言語は、日本語とす

る。 

７ この約款に定める金銭の支払に用い

る通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して委託者と受

託者との間で用いる計量単位は、設計

図書に特別の定めがある場合を除き、

計量法（平成４年法律第51号）に定め

るものとする。 

９ この約款及び設計図書における期間

の定めについては、民法（明治29年法

律第89号）及び商法（明治32年法律第

48号）の定めるところによるものとす

る。 

10 この契約は、日本国の法令に準拠す

るものとする。 

11 この契約に関する訴訟は、日本国の

裁判所をもって合意による専属的管轄

裁判所とする。 

12 受託者が共同企業体を結成している

場合においては、委託者は、この契約に

基づくすべての行為を共同企業体の代

表者に対して行うものとし、委託者が当

該代表者に対して行ったこの契約に基

づくすべての行為は、当該企業体のすべ

ての構成員に対して行ったものとみな

し、また、受託者は、委託者に対して行

うこの契約に基づくすべての行為につ

いて当該代表者を通じて行わなければ

ならない。 

（関連工事の調整） 

第２条 委託者は、受託者の履行する業

務及び委託者の発注に係る第三者の施

工する他の工事が履行上密接に関連す

る場合において、必要があるときは、

業務の履行及び工事の施工につき、調

整を行うものとする。この場合におい

ては、受託者は、委託者の調整に従い、

当該第三者の行う工事の円滑な施工に

協力しなければならない。 

（業務工程表） 

第３条 受託者は、着手時に設計図書に

基づいて業務工程表を作成し、委託者

に提出しなければならない。 

２ 業務工程表は、委託者及び受託者を

拘束するものではない。 

（契約保証金） 

第４条 受託者は、この契約の締結と同

時に契約保証金を納付しなければなら

ない。ただし、委託者が、札幌市契約

規則（平成４年規則第９号）第25条の

規定に基づき契約保証金の納付を免除

した場合は、この限りではない。 

２ 前項の契約保証金の額は、委託料（総

価契約による委託料と単価契約による

委託料がある場合は、総価契約による

委託料と契約単価に予定数量を乗じて

いた額の合計額とし、単価契約による

委託料のみの場合は、契約単価に予定

数量を乗じて得た額の合計額とする。

以下、特記のない場合は同じ。）の100

分の10以上としなければならない。 

３ 委託代金額の変更があった場合には、

保証の額が変更後の委託代金額の10分

の１に達するまで、委託者は、保証の

額の増額を請求することができ、受託

者は、保証の額の減額を請求すること

ができる。 

（権利義務の譲渡等） 

第５条 受託者は、この契約により生ず

る権利又は義務を第三者に譲渡し、又

は承継させてはならない。ただし、あ

らかじめ、委託者の承諾を得た場合は、

この限りでない。 

２ 受託者は、業務目的物並びに使用材

料（工場製品を含む。以下同じ。）の

うち第12条第２項の規定による検査に

合格したものを第三者に譲渡し、貸与

し、又は抵当権その他の担保の目的に

供してはならない。ただし、あらかじ

め、委託者の承諾を得た場合は、この

限りでない。 

（一括再委託等の禁止） 

第６条 受託者は、業務の全部若しくは

その主たる部分又は委託者が設計図書

において指定した部分を第三者に委任

し、又は請け負わせてはならない。 

２ 受託者は、前項に規定した部分以外

の業務の一部を第三者に委任し、又は

請け負わせようとするときは、あらか

じめ、委託者の承諾を得なければなら

ない。 

ただし、委託者が設計図書において

指定した軽微な部分を委任し、又は請

け負わせようとするときは、この限り

でない。 

３ 委託者は、受託者に対して、業務の

一部を委任し、又は請け負わせた者の

商号又は名称その他必要な事項の通知



を請求することができる。 

（特許権等の使用） 

第７条 受託者は、特許権、実用新案権、

意匠権、商標権その他日本国の法令に

基づき保護される第三者の権利（以下

「特許権等」という。）の対象となっ

ている使用材料、履行方法等を使用す

るときは、その使用に関する一切の責

任を負わなければならない。ただし、

委託者がその使用材料、履行方法等を

指定した場合において、設計図書に特

許権等の対象である旨の明示がなく、

かつ、受託者がその存在を知らなかっ

たときは、委託者は、受託者がその使

用に関して要した費用を負担しなけれ

ばならない。 

（業務監督員） 

第８条 委託者は、業務監督員を置いた

ときは、その氏名を受託者に通知しな

ければならない。業務監督員を変更し

たときも同様とする。 

２ 業務監督員は、この約款の他の条項

に定めるもの及びこの約款に基づく委

託者の権限とされる事項のうち委託者

が必要と認めて業務監督員に委任した

もののほか、設計図書に定めるところ

により、次に掲げる権限を有する。 

 この契約の履行についての受託者

又は受託者の業務代理人に対する指

示、承諾又は協議 

 設計図書に基づく業務の履行のた

めの詳細図等の作成及び交付又は受

託者が作成した詳細図等の承諾 

 設計図書に基づく工程の管理、立

会い、業務の履行状況の検査又は使

用材料及び仮設物その他の工作物の

試験若しくは検査（確認を含む。） 

 関連する工事に対する工程等の調

整 

３ 委託者は、２名以上の業務監督員を

置き、前項の権限を分担させたときに

あってはそれぞれの業務監督員の有す

る権限の内容を、業務監督員にこの約

款に基づく委託者の権限の一部を委任

したときにあっては当該委任した権限

の内容を、受託者に通知しなければな

らない。分担を変更したときも同様と

する。 

４ 第２項の規定に基づく業務監督員の

指示又は承諾は、原則として、書面に

より行わなければならない。 

５ 委託者が業務監督員を置いたときは、

この約款に定める請求、通知、報告、

申出、承諾及び解除（第４条第３項、

第31条第１項、第34条第３項、第37条

第２項の請求、第22条第２項、第24条

第２項、第29条第２項の通知、第37条

第１項の解除を除く）については、業

務監督員を経由して行うものとする。

この場合においては、業務監督員に到

達した日をもって委託者に到達したも

のとみなす。 

６ 委託者が業務監督員を置かないとき

は、この約款に定める業務監督員の権

限は、委託者に帰属する。 

（業務代理人及び主任技術者等） 

第９条 受託者は、次の各号に掲げる者

を定めて業務現場に設置し、その氏名

その他必要な事項を委託者に通知しな

ければならない。これらの者を変更し

たときも同様とする。 

 業務代理人 

 主任技術者（建設業法（昭和24年

法律第100号。以下この条において

「法」という。）第26条に規定する

主任技術者、監理技術者又は専任の

主任技術者若しくは監理技術者をい

う。以下同じ。） 

 専門技術者（法第26条の２に規定

する技術者をいう。以下同じ。） 

２ 業務代理人は、この契約の履行に関

し、業務現場に常駐し、その運営、取

締りを行うほか、委託料の変更、履行

期間の変更、委託料の請求及び受領、

第11条第１項の請求の受理、同条第３

項の決定及び通知、同条第４項の請求、

同条第５項の通知の受理並びにこの契

約の解除に係る権限を除き、この契約

に基づく受託者の一切の権限を行使す

ることができる。 

３ 委託者は、前項の規定にかかわらず、

業務代理人の業務現場における運営、

取締り及び権限の行使に支障がなく、

かつ、委託者との連絡体制が確保され

ると認めた場合には、業務代理人につ

いて業務現場における常駐を要しない

こととすることができる。 

４ 受託者は、第２項の規定にかかわら

ず、自己の有する権限のうち業務代理

人に委任せず自ら行使しようとするも

のがあるときは、あらかじめ、当該権

限の内容を委託者に通知しなければな

らない。 

５ 業務代理人、主任技術者及び専門技

術者は、これを兼ねることができる。 

（履行報告） 

第10条 受託者は、設計図書に定めると

ころにより、この契約の履行について

委託者に報告しなければならない。 

（業務関係者に関する措置請求） 

第11条 委託者は、業務代理人がその職

務（主任技術者又は専門技術者と兼任

する業務代理人にあってはそれらの者

の職務を含む。）の執行につき著しく

不適当と認められるときは、受託者に

対して、その理由を明示した書面によ

り、必要な措置を取るべきことを請求

することができる。 

２ 委託者又は業務監督員は、主任技術

者、専門技術者（これらの者と業務代

理人を兼任する者を除く｡）その他受託

者が業務を履行するために使用してい

る下請負人、労働者等で業務の履行又

は管理につき著しく不適当と認められ

るものがあるときは、受託者に対して、

その理由を明示した書面により、必要



な措置をとるべきことを請求すること

ができる。 

３ 受託者は、前２項の規定による請求

があったときは、当該請求に係る事項

について決定し、その結果を請求を受

けた日から10日以内に委託者に通知し

なければならない。 

４ 受託者は、業務監督員がその職務の

執行につき著しく不適当と認められる

ときは、委託者に対して、その理由を

明示した書面により、必要な措置をと

るべきことを請求することができる。 

５ 委託者は、前項の規定による請求が

あったときは、当該請求に係る事項に

ついて決定し、その結果を請求を受け

た日から10日以内に受託者に通知しな

ければならない。 

（使用材料の品質及び検査等） 

第12条 使用材料の品質については、設

計図書に定めるところによる。設計図

書にその品質が明示されていない場合

にあっては、中等の品質を有するもの

とする。 

２ 受託者は、設計図書において業務監

督員の検査（確認を含む。以下この条

において同じ。）を受けて使用すべき

ものと指定された使用材料については、

当該検査に合格したものを使用しなけ

ればならない。この場合において、当

該検査に直接要する費用は、受託者の

負担とする。 

３ 業務監督員は、受託者から前項の検

査を請求されたときは、請求を受けた

日から７日以内に応じるものとする。

ただし、これによりがたい場合は、委

託者と受託者とが協議の上定めるもの

とする。 

４ 受託者は、業務現場内に搬入した使

用材料を業務監督員の承諾を受けない

で業務現場外に搬出してはならない。 

５ 受託者は、前項の規定にかかわらず、

第２項の検査の結果不合格と決定され

た使用材料については、当該決定を受

けた日から７日以内に業務現場外に搬

出しなければならない。 

（業務監督員の立会い及び業務記録の整

備等） 

第13条 受託者は、設計図書において業

務監督員の立会いの上調合し、又は調

合について見本検査を受けるものと指

定された使用材料については、当該立

会いを受けて調合し、又は当該見本検

査に合格したものを使用しなければな

らない。 

２ 受託者は、設計図書において業務監

督員の立会いの上履行するものと指定

された業務については、当該立会いを

受けて履行しなければならない。 

３ 受託者は、前２項に規定するほか、

委託者が特に必要があると認めて設計

図書において見本又は業務写真等の記

録を整備すべきものと指定した使用材

料の調合又は業務の履行をするときは、

設計図書に定めるところにより、当該

見本又は業務写真等の記録を整備し、

業務監督員の請求があったときは、当

該請求を受けた日から７日以内に提出

しなければならない。 

４ 業務監督員は、受託者から第１項又

は第２項の立会い又は見本検査を請求

されたときは、当該請求を受けた日か

ら７日以内に応じなければならない。 

５ 前項の場合において、業務監督員が

正当な理由なく受託者の請求に７日以

内に応じないため、その後の工程に支

障をきたすときは、受託者は、業務監

督員に通知した上、当該立会い又は見

本検査を受けることなく、使用材料を

調合して使用し、又は業務を履行する

ことができる。この場合において、受

託者は、当該使用材料の調合又は当該

業務の履行を適切に行ったことを証す

る見本又は業務写真等の記録を整備し、

業務監督員の請求があったときは、当

該請求を受けた日から７日以内に提出

しなければならない。 

６ 第１項、第３項又は前項の場合にお

いて、見本検査又は見本若しくは業務

写真等の記録の整備に直接要する費用

は、受託者の負担とする。 

（支給材料及び貸与品） 

第14条 委託者が受託者に支給する使用

材料（以下「支給材料」という。）及

び貸与する建設機械器具（以下「貸与

品」という。）の品名、数量、品質、

規格又は性能、引渡場所及び引渡時期

は、設計図書に定めるところによる。 

２ 業務監督員は、支給材料又は貸与品

の引渡しに当たっては、受託者の立会

いの上、委託者の負担において、当該

支給材料又は貸与品を検査しなければ

ならない。 

この場合において、当該検査の結果、

その品名、数量、品質又は規格若しく

は性能が設計図書の定めと異なり、又

は使用に適当でないと認めたときは、

受託者は、その旨を直ちに委託者に通

知しなければならない。 

３ 受託者は、支給材料又は貸与品の引

渡しを受けたときは、引渡しの日から

７日以内に、委託者に受領書又は借用

書を提出しなければならない。 

４ 受託者は、支給材料又は貸与品の引

渡しを受けた後、当該支給材料又は貸

与品に第２項の検査により発見するこ

とが困難であった隠れた瑕疵があり使

用に適当でないと認めたときは、その

旨を直ちに委託者に通知しなければな

らない。 

５ 委託者は、受託者から第２項後段又

は前項の規定による通知を受けた場合

において、必要があると認められると

きは、当該支給材料若しくは貸与品に

代えて他の支給材料若しくは貸与品を

引き渡し、支給材料若しくは貸与品の

品名、数量、品質若しくは規格若しく



は性能を変更し、又は理由を明示した

書面により、当該支給材料若しくは貸

与品の使用を受託者に請求しなければ

ならない。 

６ 委託者は、前項に規定するほか、必

要があると認めるときは、支給材料又

は貸与品の品名、数量、品質、規格若

しくは性能、引渡場所又は引渡時期を

変更することができる。 

７ 委託者は、前２項の場合において、

必要があると認められるときは履行期

間若しくは委託料を変更し、又は受託

者に損害を及ぼしたときは必要な費用

を負担しなければならない。 

８ 受託者は、支給材料及び貸与品を善

良な管理者の注意をもって管理しなけ

ればならない。 

９ 受託者は、設計図書に定めるところ

により、業務の完了、設計図書の変更

等によって不用となった支給材料又は

貸与品を委託者に返還しなければなら

ない。 

10 受託者は、故意又は過失により支給

材料又は貸与品が滅失若しくはき損し、

又はその返還が不可能となったときは、

委託者の指定した期間内に代品を納め、

若しくは原状に復して返還し、又は返

還に代えて損害を賠償しなければなら

ない。 

11 受託者は、支給材料又は貸与品の使

用方法が設計図書に明示されていない

ときは、業務監督員の指示に従わなけ

ればならない。 

（業務用地の確保等） 

第15条 委託者は、業務用地その他設計

図書において定められた業務の履行上

必要な用地（以下「業務用地等」とい

う。）を受託者が業務の履行上必要と

する日（設計図書に特別の定めがある

ときは、その定められた日）までに確

保しなければならない。 

２ 受託者は、確保された業務用地等を

善良な管理者の注意をもって管理しな

ければならない。 

３ 業務の完了、設計図書の変更等によ

って業務用地等が不用となった場合に

おいて、当該業務用地等に受託者が所

有又は管理する使用材料、建設機械器

具、仮設物その他の物件（下請負人の

所有又は管理するこれらの物件を含

む。）があるときは、受託者は、当該

物件を撤去するとともに、当該業務用

地等を修復し、取り片付けて、委託者

に明け渡さなければならない。 

４ 前項の場合において、受託者が正当

な理由なく、相当の期間内に当該物件

を撤去せず、又は業務用地等の修復若

しくは取片付けを行わないときは、委

託者は、受託者に代わって当該物件を

処分し、業務用地等の修復若しくは取

片付けを行うことができる。この場合

においては、受託者は、委託者の処分

又は修復若しくは取片付けについて異

議を申し出ることができず、また、委

託者の処分又は修復若しくは取片付け

に要した費用を負担しなければならな

い。 

５ 第３項に規定する受託者のとるべき

措置の期限、方法等については、委託

者が受託者の意見を聴いて定める。 

（設計図書不適合の場合の改造義務及び

破壊検査等） 

第16条 受託者は、業務の履行部分が設

計図書に適合しない場合において、業

務監督員がその改造を請求したときは、

当該請求に従わなければならない。こ

の場合において、当該不適合が業務監

督員の指示によるときその他委託者の

責めに帰すべき事由によるときは、委

託者は、必要があると認められるとき

は履行期間若しくは委託料を変更し、

又は受託者に損害を及ぼしたときは必

要な費用を負担しなければならない。 

２ 業務監督員は、受託者が第12条第２

項又は第13条第１項から第３項までの

規定に違反した場合において、必要が

あると認められるときは、業務の履行

部分を破壊して検査することができる。 

３ 前項に規定するほか、業務監督員は、

業務の履行部分が設計図書に適合しな

いと認められる相当の理由がある場合

において、必要があると認められると

きは、当該相当の理由を受託者に通知

して、業務の履行部分を最小限度破壊

して検査することができる。 

４ 前２項の場合において、検査及び復

旧に直接要する費用は受託者の負担と

する。 

（条件変更等） 

第17条 受託者は、業務の履行に当たり、

次の各号のいずれかに該当する事実を

発見したときは、その旨を直ちに業務

監督員に通知し、その確認を請求しな

ければならない。 

 図面、仕様書、現場説明書及び現

場説明に対する質問回答書が一致し

ないこと（これらの優先順位が定め

られている場合を除く。）。 

 設計図書に誤謬又は脱漏があるこ

と。 

 設計図書の表示が明確でないこと。 

 業務現場の形状、地質、湧水等の

状態、履行上の制約等設計図書に示

された自然的又は人為的な履行条件

と実際の業務現場が一致しないこと。 

 設計図書で明示されていない履行

条件について予期することのできな

い特別な状態が生じたこと。 

２ 業務監督員は、前項の規定による確

認を請求されたとき又は自ら同項各号

に掲げる事実を発見したときは、受託

者の立会いの上、直ちに調査を行わな

ければならない。ただし、受託者が立

会いに応じない場合には、受託者の立

会いを得ずに行うことができる。 

３ 委託者は、受託者の意見を聴いて、



調査の結果（これに対してとるべき措

置を指示する必要があるときは、当該

指示を含む。）をとりまとめ、調査の

終了後14日以内に、その結果を受託者

に通知しなければならない。ただし、

その期間内に通知できないやむを得な

い理由があるときは、あらかじめ受託

者の意見を聴いた上、当該期間を延長

することができる。 

４ 委託者は、前項の調査の結果におい

て第１項の事実が確認された場合にお

いて、必要があると認められるときは、

設計図書の訂正又は変更を行わなけれ

ばならない。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又

は変更が行われた場合において、委託

者は、必要があると認められるときは

履行期間若しくは委託料を変更し、又

は受託者に損害を及ぼしたときは必要

な費用を負担しなければならない。 

（設計図書の変更） 

第18条 委託者は、必要があると認める

ときは、設計図書の変更内容を受託者

に通知して、設計図書を変更すること

ができる。この場合において、委託者

は、必要があると認められるときは履

行期間若しくは委託料を変更し、又は

受託者に損害を及ぼしたときは必要な

費用を負担しなければならない。 

（業務の中止） 

第19条 業務用地等の確保ができない等

のため又は暴風、豪雨、洪水、地震、

地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動そ

の他の自然的又は人為的な事象（以下

「天災等」という。）であって受託者

の責めに帰すことができないものによ

り業務目的物等に損害を生じ若しくは

業務現場の状態が変動したため、受託

者が業務を履行できないと認められる

ときは、委託者は、業務の中止内容を

直ちに受託者に通知して、業務の全部

又は一部の履行を一時中止させなけれ

ばならない。 

２ 委託者は、前項の規定によるほか、

必要があると認めるときは、業務の中

止内容を受託者に通知して、業務の全

部又は一部の履行を一時中止させるこ

とができる。 

３ 委託者は、前２項の規定により業務

の履行を一時中止させた場合において、

必要があると認められるときは履行期

間若しくは委託料を変更し、又は受託

者が業務の続行に備え業務現場を維持

し若しくは労働者、建設機械器具等を

保持するための費用その他の業務の履

行の一時中止に伴う増加費用を必要と

し若しくは受託者に損害を及ぼしたと

きは必要な費用を負担しなければなら

ない。 

（受託者の請求による履行期間の延長） 

第20条 受託者は、天候の不良、第２条

の規定に基づく関連工事の調整への協

力その他受託者の責めに帰すことがで

きない事由により履行期間内に業務を

完了することができないときは、その

理由を明示した書面により、委託者に

履行期間の延長変更を請求することが

できる。 

２ 委託者は、前項の規定による請求が

あった場合において、必要があると認

められるときは、履行期間を延長しな

ければならない。委託者は、その履行

期間の延長が委託者の責めに帰すべき

事由による場合においては、委託料に

ついて必要と認められる変更を行い、

又は受託者に損害を及ぼしたときは必

要な費用を負担しなければならない。 

（委託者の請求による履行期間の短縮

等） 

第21条 委託者は、特別の理由により履

行期間を短縮する必要があるときは、

履行期間の短縮変更を受託者に請求す

ることができる。 

２ 委託者は、この約款の他の条項の規

定により履行期間を延長すべき場合に

おいて、特別の理由があるときは、延

長する履行期間について、通常必要と

される履行期間に満たない履行期間へ

の変更を請求することができる。 

３ 委託者は、前２項の場合において、

必要があると認められるときは委託料

を変更し、又は受託者に損害を及ぼし

たときは必要な費用を負担しなければ

ならない。 

（履行期間の変更方法） 

第22条 履行期間の変更については、委

託者と受託者とが協議して定める。た

だし、協議開始の日から14日以内に協

議が整わない場合には、委託者が定め、

受託者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、委

託者が受託者の意見を聴いて定め、受

託者に通知するものとする。ただし、

委託者が履行期間の変更事由が生じた

日（第20条の場合にあっては、委託者

が履行期間変更の請求を受けた日、前

条の場合にあっては、受託者が履行期

間変更の請求を受けた日）から７日以

内に協議開始の日を通知しない場合に

は、受託者は、協議開始の日を定め、

委託者に通知することができる。 

（指示書による委託料の清算方法等）（単

価契約分） 

第 23条 指示書による委託料（以下「指

示委託料」という。）を清算するとき

は、契約書に示す単価に出来高数量を

乗じて得た額（１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り捨てた額）

に、消費税及び地方消費税相当額（１

円未満の端数が生じたときは、その端

数を切り捨てた額）を加算して得た額

を指示委託料とする。 

（総価契約による委託料の変更方法等）

（総価契約分） 

第24条 委託者は、総価契約による委託

料（以下「総価委託料」という。）を



変更するときは、原総価委託料から消

費税及び地方消費税相当額（１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切

り捨てた額）を控除した額に新設計金

額から消費税及び地方消費税相当額を

控除した額を乗じ原設計金額から消費

税及び地方消費税相当額を控除した額

で除して得た額（1,000円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り捨てる

ことができる。）に、消費税及び地方

消費税相当額を加算して得た額を新総

価委託料として受託者に通知する。た

だし、特にこれによりがたい場合は、

総価委託料の変更については、委託者

と受託者とが協議して定めるものとし、

協議開始の日から14日以内に協議が整

わない場合には、委託者が定め、受託

者に通知する。 

２ 前項ただし書の協議開始の日につい

ては、委託者が受託者の意見を聴いて

定め、受託者に通知するものとする。 

ただし、総価委託料の変更事由が生じ

た日から７日以内に協議開始の日を通

知しない場合には、受託者は、協議開始

の日を定め、委託者に通知することがで

きる。 

３ 第18条、第19条、第22条、及びこの

条第１項の規定により変更が行われる

場合において、受託者は委託者の指定

する期間内に請書を提出しなければな

らない。 

４ この約款の規定により、受託者が増

加費用を必要とした場合又は損害を受

けた場合に委託者が負担する必要な費

用の額については、委託者と受託者と

が協議して定める。 

（臨機の措置） 

第25条 受託者は、災害防止等のため必

要があると認めるときは、臨機の措置

をとらなければならない。この場合に

おいて、必要があると認めるときは、

受託者は、あらかじめ業務監督員の意

見を聴かなければならない。ただし、

緊急やむを得ない事情があるときは、

この限りでない。 

２ 前項の場合においては、受託者は、

そのとった措置の内容を業務監督員に

直ちに通知しなければならない。 

３ 業務監督員は、災害防止その他業務

の履行上特に必要があると認めるとき

は、受託者に対して臨機の措置をとる

ことを請求することができる。 

４ 受託者が第１項又は前項の規定によ

り臨機の措置をとった場合において、

当該措置に要した費用のうち、受託者

が委託料の範囲において負担すること

が適当でないと認められる部分につい

ては、委託者が負担する。 

（一般的損害） 

第26条 業務目的物の引渡し前に、業務

目的物又は使用材料について生じた損

害その他業務の履行に関して生じた損

害（次条第１項若しくは第２項又は第

28条第１項に規定する損害を除く。）

については、受託者がその費用を負担

する。ただし、その損害（第39条第１

項の規定により付された保険等により

てん補された部分を除く。）のうち委

託者の責めに帰すべき事由により生じ

たものについては、委託者が負担する。 

（第三者に及ぼした損害） 

第27条 業務の履行について第三者に損

害を及ぼしたときは、受託者がその損

害を賠償しなければならない。ただし、

その損害（第39条第１項の規定により

付された保険等によりてん補された部

分を除く。以下この条において同じ。）

のうち委託者の責めに帰すべき事由に

より生じたものについては、委託者が

負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、業務の履

行に伴い通常避けることができない騒

音、振動、地盤沈下、地下水の断絶等

の理由により第三者に損害を及ぼした

ときは、委託者がその損害を負担しな

ければならない。ただし、その損害の

うち業務の履行につき受託者が善良な

管理者の注意義務を怠ったことにより

生じたものについては、受託者が負担

する。 

３ 前２項の場合その他業務の履行につ

いて第三者との間に紛争を生じた場合

においては、委託者及び受託者は協力

してその処理解決に当たるものとする。 

（不可抗力による損害） 

第28条 業務目的物の引渡し前に、天災

等（設計図書で基準を定めたものにあ

っては、当該基準を超えるものに限

る。）で委託者と受託者のいずれの責

めにも帰すことができないもの（以下

「不可抗力」という。）により、業務

目的物、仮設物又は業務現場に搬入済

みの使用材料若しくは建設機械器具に

損害が生じたときは、受託者は、その

事実の発生後直ちにその状況を委託者

に通知しなければならない。 

２ 委託者は、前項の規定による通知を

受けたときは、直ちに調査を行い、同

項の損害（受託者が善良な管理者の注

意義務を怠ったことに基づくもの及び

第39条第１項の規定により付された保

険等によりてん補された部分を除く。

以下この条において「損害」という。）

の状況を確認し、その結果を受託者に

通知しなければならない。 

３ 受託者は、前項の規定により損害の

状況が確認されたときは、損害による

費用の負担を委託者に請求することが

できる。 

４ 委託者は、前項の規定により受託者

から損害による費用の負担の請求があ

ったときは、当該損害の額（使用目的

物、仮設物又は使用現場に搬入済みの

使用材料若しくは建設機械器具であっ

て第12条第２項、第13条第１項若しく

は第２項の規定による検査、立会いそ



の他受託者の業務に関する記録等によ

り確認することができるものに係る額

に限る。）及び当該損害の取片付けに

要する費用の額の合計額（以下「損害

合計額」という。）のうち委託料の100

分の１を超える額を負担しなければな

らない。 

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害

につき、それぞれ当該各号に定めると

ころにより、算定する。 

 業務目的物に関する損害 

損害を受けた業務目的物に相応

する委託料とし、残存価値がある場

合にはその評価額を差し引いた額

とする。 

 使用材料に関する損害 

損害を受けた使用材料で通常妥

当と認められるものに相応する委

託料とし、残存価値がある場合には

その評価額を差し引いた額とする。 

 仮設物又は建設機械器具に関する

損害 

損害を受けた仮設物又は建設機

械器具で通常妥当と認められるも

のについて、当該業務で償却するこ

ととしている償却費の額から損害

を受けた時点における業務目的物

に相応する償却費の額を差し引い

た額とする。ただし、修繕によりそ

の機能を回復することができ、かつ、

修繕費の額が上記の額より少額で

あるものについては、その修繕費の

額とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合

計額が累積した場合における第２次以

降の不可抗力による損害合計額の負担

については、第４項中「当該損害の額」

とあるのは「損害の額の累計」と、「当

該損害の取片付けに要する費用の額」

とあるのは、「損害の取片付けに要す

る費用の額の累計」と、「委託料の100

分の１を超える額」とあるのは「委託

料の100分の１を超える額から既に負

担した額を差し引いた額」として同項

を適用する。 

（委託料の変更に代える設計図書の変

更） 

第29条 委託者は、第7条、第14条、第16

条から第21条まで、第25条、第26条、

又は第28条の規定により委託料を増額

すべき場合又は費用を負担すべき場合

において、特別の理由があるときは、

委託料の増額又は負担額の全部又は一

部に代えて設計図書を変更することが

できる。この場合において、設計図書

の変更内容は、委託者と受託者とが協

議して定める。ただし、協議開始の日

から14日以内に協議が整わない場合に

は、委託者が定め、受託者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、委

託者が受託者の意見を聴いて定め、受

託者に通知しなければならない。ただ

し、委託者が委託料の増額すべき事由

又は費用の負担すべき事由が生じた日

から７日以内に協議開始の日を通知し

ない場合には、受託者は、協議開始の

日を定め、委託者に通知することがで

きる。 

（検査） 

第30条 受託者は、業務が完了したとき

は、その旨を委託者に通知しなければ

ならない。 

２ 受託者は、業務の一部若しくは全部

又は指示書による業務が終了したとき

は、その旨を委託者に通知しなければ

ならない。

３ 委託者は、第１項又は前項の規定に

よる通知を受けたときは、通知を受け

た日から10日以内に受託者の立会いの

下、設計図書に定めるところにより、

業務の終了又は業務の完了を確認する

ための検査を実施しなければならない。

この場合において、委託者は、必要が

あると認められるときは、その理由を

受託者に通知して、業務目的物を最小

限度破壊して検査することができる。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧

に直接要する費用は、受託者の負担と

する。 

５ 受託者は、業務が第３項の検査に合

格しないときは、直ちに修補して委託

者の検査を受けなければならない。こ

の場合においては、修補の完了を業務

の完了とみなして前４項の規定を適用

する。 

（委託料の支払） 

第31条 受託者は、前条第３項の検査を

受け、その結果当該検査に合格したと

きは、出来高に応じた委託料の支払を

請求することができる。 

２ 委託者は、前項の規定による請求が

あったときは、請求を受けた日から30

日以内に委託料を支払わなければなら

ない。 

３ 委託者がその責めに帰すべき事由に

より前条第３項の期間内に検査をしな

いときは、その期限を経過した日から

検査をした日までの期間の日数は、前

項の期間（以下この項において「約定

期間」という。）の日数から差し引く

ものとする。この場合において、その

遅延日数が約定期間の日数を超えると

きは、約定期間は、遅延日数が約定期

間の日数を超えた日において満了した

ものとみなす。 

４ 委託者は、受託者が委託者に損害を

与えたときには、委託者と受託者とが

協議成立までの間、第２項の委託料の

支払を保留することができる。 

（第三者による代理受領） 

第32条 受託者は、委託者の承諾を得て

委託料の全部又は一部の受領につき、

第三者を代理人とすることができる。 

２ 委託者は、前項の規定により受託者

が第三者を代理人とした場合において、

受託者の提出する支払請求書に当該第



三者が受託者の代理人である旨の明記

がなされているときは、当該第三者に

対して第31条の規定に基づく支払をし

なければならない。 

（瑕疵担保） 

第33条 委託者は、業務目的物に瑕疵が

あるときは、受託者に対して相当の期

間を定めてその瑕疵の修補を請求し、

又は修補に代え若しくは修補とともに

損害の賠償を請求することができる。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損

害賠償の請求は、第30条第３項の規定

による検査を行った日から１年以内

（石造、金属造、コンクリート造、組

積造及びこれに類するものによる建物

等又は土木工作物等及び地盤の場合は

２年以内）に、これを行わなければな

らない。ただし、その瑕疵が受託者の

故意又は重大な過失により生じた場合

には、請求を行うことのできる期間は

10年とする。 

３ 委託者は、検査の際に瑕疵があるこ

とを知ったときは、第１項の規定にか

かわらず、その旨を直ちに受託者に通

知しなければ、当該瑕疵の修補又は損

害賠償の請求をすることはできない。

ただし、受託者がその瑕疵があること

を知っていたときは、この限りでない。 

４ 委託者は、業務目的物が第１項の瑕

疵により滅失又はき損したときは、第

２項の定める期間内で、かつ、その滅

失又はき損の日から６月以内に第１項

の権利を行使しなければならない。 

５ 第１項の規定は、業務目的物の瑕疵

が支給材料の性質又は委託者若しくは

業務監督員の指図により生じたもので

あるときは適用しない。ただし、受託

者がその材料又は指図の不適当である

ことを知りながらこれを通知しなかっ

たときは、この限りでない。 

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第34条 受託者の責めに帰すべき事由に

より履行期間内に業務を完了すること

ができない場合においては、委託者は、

損害金の支払を受託者に請求すること

ができる。 

２ 前項の損害金の額は、委託料から出

来形部分に相応する委託料を控除した

額につき、遅延日数に応じ、契約締結

の日において適用される政府契約の支

払遅延防止等に関する法律（昭和24年

法律第256号）第８条第１項の規定に基

づき政府契約の支払遅延に対する遅延

利息の率を定める件（昭和24年12月大

蔵省告示第991号）に定める割合で計算

した額とする。 

３ 委託者の責めに帰すべき事由により、

第31条第２項の規定による委託料の支

払が遅れた場合においては、受託者は、

未受領金額につき、遅延日数に応じ、

契約締結の日において適用される政府

契約の支払遅延防止等に関する法律

（昭和24年法律第256号）第８条第１項

の規定に基づき政府契約の支払遅延に

対する遅延利息の率を定める件（昭和

24年12月大蔵省告示第991号）に定める

割合で計算した額の遅延利息の支払を

委託者に請求することができる。 

（談合行為に対する措置） 

第35条 受託者は、この契約に係る入札

に関して、次の各号のいずれかに該当

したときは、契約金額（この契約締結

後、契約金額の変更があった場合には、

変更後の契約金額）の10分の２に相当

する額を委託者に支払わなければなら

ない。 

この契約による履行が完了した後に

おいても、同様とする。 

 公正取引委員会が、受託者に違反

行為があったとして私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律

（昭和22年法律第54号。以下「独占

禁止法」という。）第49条に規定す

る排除措置命令（排除措置命令がさ

れなかった場合にあっては、同法第

62条第１項に規定する納付命令）が

確定したとき。 

 受託者又は受託者の役員若しくは

受託者の使用人が刑法（明治40年法

律第45号）第96条の６の規定に該当

し、刑が確定（執行猶予の場合を含

む。）したとき。 

 前２号に規定するもののほか、受

託者又は受託者の役員若しくは受託

者の使用人が独占禁止法又は刑法第

96条の６の規定に該当する違法な行

為をしたことが明らかになったとき。 

２ 受託者が共同企業体である場合にお

いて、受託者が解散されているときは、

委託者は、受託者の代表者であった者

又は構成員であった者に前項の規定に

よる支払を請求することができる。こ

の場合においては、受託者の代表者で

あった者及び構成員であった者は、共

同連帯して前項の額を支払わなければ

ならない。 

３ 第１項に規定する場合においては、

委託者は、この契約を解除することが

できる。 

４ 前３項の規定は、委託者の受託者に

対する損害賠償請求を妨げるものでは

ない。 

（委託者の解除権） 

第36条 委託者は、受託者が次の各号の

いずれかに該当するときは、この契約

を解除することができる。 

 正当な理由なく、業務に着手すべ

き期日を過ぎても業務に着手しない

とき。 

 その責に帰すべき事由により履行

期間内に完了しないとき又は履行期

間経過後相当の期間内に業務を完了

する見込みが明らかにないと認めら

れるとき。 

 第９条第１項第２号に掲げる者を

設置しなかったとき。 



 前３号に掲げる場合のほか、この

契約に違反し、その違反によりこの

契約の目的を達することができない

と認められるとき。 

 第37条第１項の規定によらないで

この契約の解除を申し出たとき。 

 受託者（受託者が共同企業体であ

るときは、その構成員のいずれかの

者。以下この号において同じ。）が

次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受託者が個人である場

合にはその者を、受託者が法人で

ある場合にはその役員又はその

支店若しくは営業所（常時契約締

結する事務所をいう。）の代表者、

受託者が団体である場合代表者、

理事等をいう。以下この号におい

て同じ。）が暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第77号）第２条第６号

に規定する暴力団員（以下この号

において「暴力団員」という。）

であると認められるとき。 

ロ 暴力団（暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律第２

条第２号に規定する暴力団をい

う。以下この号において同じ。）

又は暴力団員が経営に実質的に

関与していると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第

三者の不正に利益を図る目的又

は第三者に損害を加える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利

用するなどしたと認められると

き。 

ニ 役員等が暴力団又は暴力団員

に対して資金等を供給し、又は便

宜を供与するなど直接的あるい

は積極的に暴力団の維持、運営に

協力し、若しくは関与していると

認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員

と社会的に非難されるべき関係

を有していると認められるとき。 

へ 下請契約又は資材、原材料の購

入契約その他の契約に当たり、そ

の相手方がイからホまでのいず

れかに該当することを知りなが

ら、当該者と契約を締結したと認

められるとき。 

ト 受託者がイからホまでのいず

れかに該当する者を下請契約又

は資材、原材料の購入契約その他

の契約の相手方としていた場合

（ヘに該当する場合を除く。）に、

委託者が受託者に対して当該契

約の解除を求め、受託者がこれに

従わなかったとき。 

２ 第１項の規定によるほか、委託者は、

業務が完了するまでの間は、必要があ

るときは、この契約を解除することが

できる。 

３ 委託者は、前項の規定によりこの契

約を解除したことにより受託者に損害

を及ぼしたときは、受託者と協議して、

その損害を賠償しなければならない。 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第 36 条の２ 次の各号のいずれかに

該当する場合においては、受託者は、

委託料の 10 分の１に相当する額を

違約金として委託者の指定する期間

内に支払わなければならない。

 前条の規定によりこの契約が

解除された場合

 受託者がその債務の履行を拒否し、

又は、受託者の責めに帰すべき事由

によって受託者の債務について履行

不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解

除した場合は、前項第２号に該当する

場合とみなす。 

 受託者について破産手続開始の決

定があった場合において、破産法（平

成16年法律第75号）の規定により選

任された破産管財人 

 受託者について更生手続開始の決

定があった場合において、会社更生

法（平成14年法律第154号）の規定に

より選任された管財人 

 受託者について再生手続開始の決

定があった場合において、民事再生

法（平成11年法律第225号）の規定に

より選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合（前条第６号の規定に

より、この契約が解除された場合を除

く。）において、第４条の規定により

契約保証金が納付されているときは、

委託者は、当該契約保証金をもって第

１項の違約金に充当することができる。 

（受託者の解除権） 

第37条 受託者は、次の各号の一に該当

するときは、この契約を解除すること

ができる。 

 第18条の規定により設計図書を変

更したため委託料が３分の２以上減

少したとき。 

 第19条の規定による業務の履行の

中止期間が履行期間の10分の５（履

行期間の10分の５が６月を超えると

きは、６月）を超えたとき。ただし、

中止が業務の一部のみの場合は、そ

の一部を除いた他の部分の業務が完

了した後３月を経過しても、なおそ

の中止が解除されないとき。 

 委託者がこの契約に違反し、その

違反によってこの契約の履行が不可

能となったとき。 

２ 受託者は、前項の規定によりこの契

約を解除した場合において、損害があ

るときは、その損害の賠償を委託者に

請求することができる。 

（解除に伴う措置） 

第38条 委託者は、この契約が解除され

た場合においては、出来形部分を検査

の上、当該検査に合格した部分の対象

となった使用材料の引渡しを受けるも

のとする。当該引渡しを受けたときは、



引渡しを受けた部分については委託者

の所有とするとともに、委託者は、そ

の引渡しを受けた出来形部分に相応す

る委託料を受託者に支払わなければな

らない。この場合において、委託者は、

必要があると認められるときは、その

理由を受託者に通知して、出来形部分

を最小限度破壊して検査することがで

きる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧

に直接要する費用は、受託者の負担と

する。 

３ 受託者は、この契約が解除された場

合において、支給材料があるときは、

第１項の出来形部分の検査に合格し

た部分に使用されているものを除き、

委託者に返還しなければならない。こ

の場合において、当該支給材料が受託

者の故意若しくは過失により滅失若

しくはき損したとき、又は出来形部分

の検査に合格しなかった部分に使用

されているときは、代品を納め、若し

くは原状に復して返還し、又は返還に

代えてその損害を賠償しなければな

らない。 

４ 受託者は、この契約が解除された場

合において、貸与品があるときは、当

該貸与品を委託者に返還しなければ

ならない。この場合において、当該貸

与品が受託者の故意又は過失により

滅失又はき損したときは、代品を納め、

若しくは原状に復して返還し、又は返

還に代えてその損害を賠償しなけれ

ばならない。 

５ 受託者は、この契約が解除された場

合において、業務用地等に受託者が所

有又は管理する使用材料、建設機械器

具、仮設物その他の物件（下請負人の

所有又は管理するこれらの物件を含

む。）があるときは、受託者は、当該

物件を撤去するとともに、業務用地等

を修復し、取り片付けて、委託者に明

け渡さなければならない。 

６ 前項の場合において、受託者が正当

な理由なく、相当の期間内に当該物件

を撤去せず、又は業務用地等の修復若

しくは取片付けを行わないときは、委

託者は、受託者に代わって当該物件を

処分し、業務用地等の修復若しくは取

片付けを行うことができる。この場合

においては、受託者は、委託者の処分

又は修復若しくは取片付けについて異

議を申し出ることができず、また、委

託者の処分又は修復若しくは取片付け

に要した費用を負担しなければならな

い。 

７ 第３項前段及び第４項前段に規定す

る受託者のとるべき措置の期限、方法

等については、この契約の解除が第36

条又は36条の２第２項の規定によると

きは委託者が定め、第36条第２項及び

前条の規定によるときは、受託者が委

託者の意見を聴いて定めるものとし、

第３項後段、第４項後段及び第５項に

規定する受託者のとるべき措置の期限、

方法等については、委託者が受託者の

意見を聴いて定めるものとする。 

（火災保険等） 

第39条 受託者は、業務目的物及び使用

材料（支給材料を含む。以下この条に

おいて同じ。）等を設計図書に定める

ところにより火災保険、建設工事保険

その他の保険（これに準ずるものを含

む。以下この条において同じ。）に付

さなければならない。 

２ 受託者は、前項の規定により保険契

約を締結したときは、その証券又はこ

れに代わるものを直ちに委託者に提示

しなければならない。 

３ 受託者は、業務目的物及び使用材料

等を第１項の規定による保険以外の保

険に付したときは、直ちにその旨を委

託者に通知しなければならない。 

（下請業務に関する紛争の防止） 

第40条 受託者は、下請業務の履行に関

し、紛争が生じないよう努めなければ

ならない。 

（下請代金の支払事項の遵守） 

第41条 受託者は、建設業法第19条の３

（不当に低い請負代金の禁止）、第24

条の２（下請負人の意見の聴取）、第

24条の３（下請代金の支払）、第24条

の４（検査及び引渡し）、第24条の５

（特定建設業者の下請代金の支払期日

等）及び第24条の６（下請負人に対す

る特定建設業者の指導等）の規定を遵

守しなければならない。 

（契約保証金の返還等） 

第42条 委託者は、全部の業務が終了後

第30条第３項の検査を受け、その結果

当該検査に合格した時は、契約保証金

又は契約保証金に代わる担保となる有

価証券等を返還しなければならない。 

２ 委託者は、この契約が解除された場

合は、契約保証金又は契約保証金に代

わる担保となる有価証券等を返還しな

ければならない。ただし、第36条第１

項の規定により委託者がこの契約を解

除した場合は、この限りでない。 

（その他） 

第43条 受託者は、この約款に定めるも

ののほか、札幌市契約規則及び建設業

法、労働基準法、労働組合法、労働関

係調整法、最低賃金法その他関係法令

を遵守するものとする。 

２ この契約約款に定めのない事項及び

この契約に疑義が生じたときは、委託

者と受託者とが協議のうえ定めるもの

とする。 




